
１．当協会の財務諸表は「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　令和2年5月15日改正 内閣府公益認定等委員会）

を採用しております。また、財産目録は「収支計算書等作成基準に関する細則」に基づき作成しております。

２．重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法について

・ 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

・ その他有価証券

時価のあるものについて、決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）を採用しております。

（2）棚卸商品の評価基準及び評価方法について

・ 販売用書籍

総平均法による原価法を採用しております。

（3）固定資産の減価償却について

・ 付属設備

定率法を採用しております。ただし、2016年4月1日以降に取得したものは、定額法を採用しております。

・ 什器備品

定率法を採用しております。

・ 一括償却資産

定額法を採用しております。

・ リース有形固定資産

定額法を採用しております。

・ リース無形固定資産

定額法を採用しております。

・ ソフトウェア

定額法を採用しております。

・ 商標権

定額法を採用しております。

（4）引当金の計上基準について

・ 貸倒引当金

過去3年間の貸倒実績率によるほか、個別債権の回収可能性を検討して計上しております。

・ 賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。

・ 退職給付引当金

期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上しております。

・ 役員退職慰労金引当金

期末退職慰労金の要支給額に相当する金額を計上しております。

（5）リース取引の処理方法について

・ リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

・ リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

（6）消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税込方式によっております。

財務諸表に対する注記



３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

 （単位：千円）

前期末残高

1,603,072

396,927

2,000,000

1,496,368

141,592

43,681

538,000

800,000

100,000

3,119,641

5,119,641

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

 （単位：千円）

1,402,629 （ - ） （ 1,402,629 ） （ - ）

597,370 （ - ） （ 597,370 ） （ - ）

2,000,000 （ - ） （ 2,000,000 ） （ - ）

1,568,858 （ - ） （ 1,568,858 ） （ - ）

134,391 （ - ） （ - ） （ 134,391 ）

25,246 （ - ） （ - ） （ 25,246 ）

811,000 （ - ） （ 811,000 ） （ - ）

800,000 （ - ） （ 800,000 ） （ - ）

100,000 （ - ） （ 100,000 ） （ - ）

3,439,495 （ - ） （ 3,279,858 ） （ 159,637 ）

5,439,495 （ - ） （ 5,279,858 ） （ 159,637 ）

５．担保に供している資産

該当事項ありません。

役員退職慰労金引当資産

技能検定試験引当資産

災害時等事業対応引当資産

インフラ整備等引当資産

小　　計

合　　計

定期預金

有価証券

小　　計

特定資産

減価償却引当資産

退職給付引当資産

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応

する額）

基本財産

小　　計 366,515 46,661 3,439,495

合　　計 566,958 247,104 5,439,495

災害時等事業対応引当資産 - - 800,000

インフラ整備等引当資産 - - 100,000

役員退職慰労金引当資産 3,645 22,080 25,246

技能検定試験引当資産 273,000 - 811,000

減価償却引当資産 72,490 - 1,568,858

退職給付引当資産 17,380 24,581 134,391

小　　計 200,443 200,443 2,000,000

特定資産

定期預金 - 200,443 1,402,629

有価証券 200,443 - 597,370

科　　目 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産



６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

 （単位：千円）

取得価額

付属設備 158,581

什器備品 67,647

一括償却資産 8,853

リース有形固定資産 74,062

リース無形固定資産 6,081

ソフトウェア 1,551,072

商標権 4,975

1,871,275

７．リース取引関係

ファイナンス・リース取引
・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容は次のとおりです。
有形固定資産

パーソナルコンピュータ　他
無形固定資産

サーバー用ソフトウェア　他

８．保証債務等の偶発債務

該当事項ありません。

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりです。

 （単位：千円）

帳簿価額

99,918

99,927

100,000

97,524

兵庫県令和６年度第５回公募公債 100,000

愛知県令和６年度第１７回公募公債 100,000

597,370

94,604 △ 5,395

97,910 △ 2,090

合　　計 574,914 △ 22,455

第１５３回　日本政策投資銀行社債 92,540 △ 7,460

第８２９回　東京都公募公債 93,020 △ 4,504

千葉市平成２８年度第１回公募公債 99,250 △ 668

静岡県平成３０年度第３回公募公債　　 97,590 △ 2,336

科　　目 時　　価 評価損益

債券

1,183,834 367,238

4,621 354

合　　計 1,430,989 440,285

8,808 45

35,411 38,651

3,802 2,278

科　　目 減価償却累計額 当期末残高

130,842 27,738

63,668 3,979



１０．退職給付関係

（1）採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度、及び確定拠出年金制度を設けています。

（2）退職給付債務及びその内訳  （単位：千円）

退職給付債務 △ 134,391

退職給付引当金 △ 134,391

（3）退職給付費用に関する事項  （単位：千円）

① 勤務費用 17,380

② 確定拠出年金制度への掛金拠出額 23,796

③ 退職給付費用（①＋②） 41,176

（4）退職給付債務の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算しております。

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当事項ありません。

１２．関連当事者との取引

該当事項ありません。

１３．重要な後発事象

該当事項ありません。

１４．表示方法の変更

前年度の正味財産増減計算書において、「①事業費ー出版事業」の「FPジャーナル制作」は「FPジャーナル」に、

「書籍・小冊子制作」は「書籍・小冊子」に、それぞれ科目名を変更しております。

１．基本財産及び特定資産の明細
財務諸表に対する注記 ３.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高に記載しております。

２．引当金の明細

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は前事業年度計上額の洗い替えによる戻し入れ額であります。

附属明細書


